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【参考１】第 30次地方制度調査会答申別表「都道府県の事務のうち指定都市に移譲さ 

れていない主な事務」の指定都市への移譲状況 

令和４年７月時点 
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【参考２】指定都市都道府県調整会議の実施状況（神奈川県内） 

  令和４年７月時点 

市名 回数 開催年月日 開催テーマ 概要 

横浜市 ２ 

H29.3.30 

・大都市行政について 

・県市の協議連携に 

ついて 

・パスポート発給事務の移譲に

向けた検討を開始することにつ

いて合意。その後、平成 31 年３

月 22 日に、県の事務処理特例条

例が改正され、令和元年 10 月 31

日から横浜市が発給事務を実施

し、新たに市パスポートセンタ

ーを設置。 

R2.11.16 ・大都市行政について 

・県、横浜市、川崎市の３者で開

催 

・県と横浜・川崎両市は、高圧ガ

ス保安法に基づく許認可権限の

移譲を前提に、コンビナート地

域の防災力の強化に向け、今後

より一層の連携・協力を推進す

ることを合意。 

・崖地の安全対策として、県と横

浜市は、急傾斜地崩壊対策事業

に係る事務の権限移譲につい

て、住民目線に立って、今後協議

を進めていくことを確認。 

川崎市 １ R2.11.16 ・大都市行政について 

・県、横浜市、川崎市の３者で開

催 

・県と横浜・川崎両市は、高圧ガ

ス保安法に基づく許認可権限の

移譲を前提に、コンビナート地

域の防災力の強化に向け、今後

より一層の連携・協力を推進す

ることを合意。 

相模原市 ０ － － － 

 

  



6 

 

【参考３】都道府県の人口、指定都市の人口（令和２年国勢調査） 

 

 ■都道府県別人口  

順位 都道府県名 人口（人） 順位 都道府県名 人口（人） 

1 東京都 14,047,594 25 沖縄県 1,467,480 

2 神奈川県 9,237,337 26 滋賀県 1,413,610 

3 大阪府 8,837,685 27 山口県 1,342,059 

4 愛知県 7,542,415 28 愛媛県 1,334,841 

5 埼玉県 7,344,765 29 奈良県 1,324,473 

6 千葉県 6,284,480 30 長崎県 1,312,317 

7 兵庫県 5,465,002 31 青森県 1,237,984 

8 北海道 5,224,614 32 岩手県 1,210,534 

9 福岡県 5,135,214 33 石川県 1,132,526 

10 静岡県 3,633,202 34 大分県 1,123,852 

11 茨城県 2,867,009 35 宮崎県 1,069,576 

12 広島県 2,799,702 36 山形県 1,068,027 

13 京都府 2,578,087 37 富山県 1,034,814 

14 宮城県 2,301,996 38 秋田県 959,502 

15 新潟県 2,201,272 39 香川県 950,244 

16 長野県 2,048,011 40 和歌山県 922,584 

17 岐阜県 1,978,742 41 佐賀県 811,442 

18 群馬県 1,939,110 42 山梨県 809,974 

19 栃木県 1,933,146 43 福井県 766,863 

20 岡山県 1,888,432 44 徳島県 719,559 

21 福島県 1,833,152 45 高知県 691,527 

22 三重県 1,770,254 46 島根県 671,126 

23 熊本県 1,738,301 47 鳥取県 553,407 

24 鹿児島県 1,588,256  全国 126,146,099 
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 ■指定都市別人口 

 

 

  

 指定都市名 人口（人） 

1 札幌市 1,973,395 

2 仙台市 1,096,704 

3 さいたま市 1,324,025 

4 千葉市 974,951 

5 横浜市 3,777,491 

6 川崎市 1,538,262 

7 相模原市 725,493 

8 新潟市 789,275 

9 静岡市 693,389 

10 浜松市 790,718 

11 名古屋市 2,332,176 

12 京都市 1,463,723 

13 大阪市 2,752,412 

14 堺市 826,161 

15 神戸市 1,525,152 

16 岡山市 724,691 

17 広島市 1,200,754 

18 北九州市 939,029 

19 福岡市 1,612,392 

20 熊本市 738,865 
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【参考４】県単独補助金の指定都市較差の状況（神奈川県内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：川崎市「川崎市は特別自治市を目指しています」をもとに作成 
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【参考５】諸外国の大都市制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市「横浜特別自治市」 
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【参考６】第 30次地方制度調査会答申の概要 

  

出典：総務省資料 
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【参考７】特別自治市制度への移行手続きの手法案 
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出典：指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」最終報告（令和３年 11 月） 


